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 株式会社千葉興業銀行（頭取 青柳 俊一）は、多様化するお客さまニーズにお応えするため、２

０１８年１１月１日（木）より、以下の追加型株式投資信託４商品の取扱いを開始いたします。４

商品のうち１商品は、つみたてNISA専用商品となります。 

 

記 

 

１．明治安田 米国中小型成長株式ファンド 

 【運用会社／明治安田アセットマネジメント株式会社】 

 ●マザーファンドを通じて米国の成長性が高いと考えられる中小型株式を主要対象とします。 

 ●高い利益成長が期待される企業を発掘し投資を行います。 

 ●マザーファンドの米国中小型株式等の運用指図に関する権限は、アライアンス・バーンスタイ

ン・エル・ピーに委託します。 

 ●原則として、外貨建資産に対する為替ヘッジは行いません。 

 

２．新生・UTIインドファンド 

 【運用会社／新生インベストメント・マネジメント株式会社】 

 ●主としてインドの金融商品取引所に上場している株式を実質的な投資対象とし、信託財産の中

長期的な成長をめざします。 

 ●主にインド株式への投資を行う「Shinsei UTI India Fund(Mauritius) Limited」Class A投資

証券（以下、投資先ファンド）への投資割合を高位に保つことをめざします。また、投資先フ

ァンドの外貨建て資産については原則として為替ヘッジは行いません。 

 ●当ファンドの主要投資対象である投資先ファンドは、インド国内の大手投信会社であるUTIグ

ループが運用します。 

 

３．世界経済インデックスファンド 

【運用会社／三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社】 

 ●世界の債券および株式に分散投資し、リスクの低減に努めます。 

  日本、先進国、新興国の債券および株式の６資産に、インデックスファンドを活用して分散投

資します。 

※各資産の運用は資産全体の値動きを表す代表的な指数に連動する運用収益の獲得を目指しま

す。 

新たな追加型株式投資信託４商品の取扱いを開始 
～つみたて NISA 専用商品も追加します～ 



 

 

  ※原則として、為替ヘッジは行いません。 

 ●世界経済全体の発展を享受します。 

基本組入比率は、地域別（日本、先進国、新興国）のGDP総額の比率を参考に決定します。 

※世界経済に占める各地域の GDP シェアの変化に応じて、原則として年 1 回地域別構成比の見

直しを行う場合があります。 

※地域別の基本組入比率は市場動向等を勘案して調整を行うことがあります。 

 

４．SMT 世界経済インデックス・オープン 【つみたてNISA専用】 

【運用会社／三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社】 

 ●世界の株式および債券に分散投資し、リスクの低減に努めます。 

  日本、先進国、新興国の株式および債券の６資産に、インデックスファンドを活用して分散投

資します。 

※各資産の運用は資産全体の値動きを表す代表的な指数に連動する運用収益の獲得を目指しま

す。 

  ※原則として、為替ヘッジは行いません。 

 ●世界経済全体の発展を享受します。 

基本組入比率は、地域別（日本、先進国、新興国）のGDP総額の比率に基づき決定します。 

※年1回地域別構成比の見直しを行います。 

 

ちば興銀では今後もお客さまニーズに幅広くお応えできるよう商品ラインナップの

見直しを行い、ご満足いただけるよう努めてまいります。 

 

※投資信託ご購入の際は、契約締結前交付書面、投資信託説明書（交付目論見書）

の内容をよくお読みいただき、ファンドの内容を充分にご理解のうえ、お申込み

ください。 

 

 

 

 

以 上 

商号等     株式会社 千葉興業銀行 

登録金融機関  関東財務局長（登金）第４０号 

加入協会名   日本証券業協会 
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●設定・運用は

商 号 等 ／ 明治安田アセットマネジメント株式会社
 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第 405 号
加入協会／ 一般社団法人投資信託協会
 一般社団法人日本投資顧問業協会

明治安田
米国中小型成長株式ファンド

追加型投信／海外／株式

●お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は

投資信託は、元本が保証された商品ではありません。お申込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

1．当資料は、明治安田アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料であり、法令に基づく開示書類ではありません。
2．投資信託のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しします投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認の

うえ、ご自身でご判断ください。
3．投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込む

ことがあります。また、投資信託は預貯金と異なります。
4．投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動します（外貨建資産を組入れる場合は、為替変動

リスクもあります）。投資信託の運用による損益は、すべて投資者の皆さまに帰属します。
5．投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではなく、また、登録金融機関か

ら購入された投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。
6．当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま

せん。また、当資料の記載内容、グラフ・数値等は資料作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
7．当資料中に例示した個別銘柄について、当該銘柄の推奨または投資勧誘を目的としたものではなく、今後当ファンドが

当該有価証券に投資することを保証するものではありません。
8．当資料の運用実績に関するグラフ・数値等は、過去の実績を示したものであり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証

するものではありません。

ご注意事項

●ファンドの基準価額等については、下記の照会先までお問合わせください。

明治安田アセットマネジメント株式会社 電話番号：0120-565787（受付時間は、営業日の午前9時～午後5時）
ホームページアドレス http://www.myam.co.jp/

商 号 等 ／ 株式会社千葉興業銀行
 登録金融機関　関東財務局長（登金）第 40 号
加入協会／ 日本証券業協会
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出所：ファクトセット

単位：米国は億ドル、日本は兆円。

　※上記はビジネスリーダーの一例のイメージ図です。

出所：ファクトセット

存在感を示す米国企業1
世界をリードし続ける米国企業

時価総額上位企業の変遷

■米国企業は、産業構造の変化を捉えビジネスリーダーとしての役割を担ってきました。
■産業構造の変化に合わせて新陳代謝が進み、米国株式市場のけん引役も大きく入れ替わりました。

※上記は代表的な企業についてご紹介したものです。 投資銘柄の株価が必ずしも上
※上記は個別銘柄の推奨または投資勧誘を目的としたものではなく、今後当ファンド
※上記チャートおよびグラフはあくまで過去の実績および作成時点での見解であり、
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※2013年の値を100として指数化
※Russell2500指数およびS&P500種株価指数は、当ファンドのベンチマーク

および参考指数ではありません。
期間：2013年～2019年
出所：ブルームバーグ

※1998年8月末の値を100として指数化
※Russell2500指数およびS&P500種株価指数は、当ファンドのベンチマークおよび参考指数ではありません。
期間：1998年8月～2018年8月（月次データ）
出所：ファクトセット

※Russell2500（2007年12月末基準）をベースに算出しています。
期間：2007年12月末～2017年12月末
出所：アライアンス・バーンスタイン（以下、ABと記載）、ファクトセット

米国中小型株の高いパフォーマンス

2

米国株のEPS（1株当たり純利益）の推移

米国株価指数の推移

米国中小型株の投資魅力

98/08 02/08 06/08 10/08 14/08 18/08（年/月）

約4.4倍

約8倍
（指数値）

0

900

300

600

米国中小型株（Russell2500指数（配当込み）） 米国大型株（S&P500種株価指数（配当込み））

※上記は代表的な企業についてご紹介したものです。 投資銘柄の株価が必ずしも上 昇するわけではありません。また、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※上記は個別銘柄の推奨または投資勧誘を目的としたものではなく、今後当ファンド が当該銘柄に投資することを保証するものではありません。
※上記チャートおよびグラフはあくまで過去の実績および作成時点での見解であり、 将来の投資成果を示唆・保証するものではありません。

■米国の中小型株は、投資環境が良好な局面では成長への期待などから良好なパフォーマンスとなっています。
■大型株と比較して相対的に高い利益成長が見込まれます。

〈ご参考〉
米国株10年間株価騰落率上位5銘柄

（年）

（指数値）

予測値
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米国中小型株（Russell2500指数）
米国大型株（S&P500種株価指数）
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昇するわけではありません。また、将来の運用成果等を保証するものではありません。
が当該銘柄に投資することを保証するものではありません。
将来の投資成果を示唆・保証するものではありません。

■米国の中小型株は、投資環境が良好な局面では成長への期待などから良好なパフォーマンスとなっています。
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※時価総額の円換算レート2018年8月末WM/Reutersによる、GMT16:00の
　為替レートを用いており、兆円未満は四捨五入しています。

出所：ファクトセット　2018年8月末時点
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ここでの、中小型株と
は、時価総額※が概ね
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米国株式市場は世界最大の市場です。中小型株においても世界最大の市場規模です。

マザーファンドを通じて米国の成長性が高いと考えられる中小型株式を
主要投資対象とします。1
高い利益成長が期待される企業を発掘し、投資を行います。2
マザーファンドの米国中小型株式等の運用指図に関する権限は、
アライアンス・バーンスタイン・エル・ピーに委託します。3
原則として、外貨建資産に対する為替ヘッジは行いません。4
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Russell2500指数に採用されている銘柄等のうち、時価総額が
約7億ドル以上のものと定義します。

・成長企業とは、高い利益成長が期待される企業と定義します。

＊Russell2500指数とは、米国企業株のうち時価総額上位
3,000銘柄から構成されるRussell3000指数のうち、時価総額
上位500銘柄を除いた下位2,500銘柄からなるラッセル・
インベストメントが公表する指数で、米国株式においては、
中小型株式指数として広く用いられております。 

※当資料は明治安田アセットマネジメントが信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するもの　　ではありません。また、当資料の内容は過去の情報または作成時点の見解等であり、将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。
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※Russell2500指数は、当ファンドのベンチマークおよび参考指数ではありません。
期間：2008年6月末～2018年6月末（四半期ベース）
出所：ファクトセット

企業の成長イメージ

※上図は、イメージ図です。

起業初期 成長拡大期 安定成長期

中小型成長株投資

成長拡大期に入ろうとする銘柄をいち早く発掘し、投資を行います。
米国中小型成長株投資について

投資するには
最も魅力的な時期

※当資料は明治安田アセットマネジメントが信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するもの　　ではありません。また、当資料の内容は過去の情報または作成時点の見解等であり、将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。

米国でのM&A取引と米国中小型株指数の推移
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■卓越した技術や優れたビジネスモデルを持つ成長企業が数多く存在する米国では、M&Aが活発に行われています。
■M&Aの際の買収価格の市場価値超過分（買収プレミアム）とそれに伴う株価上昇が期待できることも、
　米国中小型成長株の魅力です。

〈ご参考〉M&A（企業買収・合併）による買収プレミアム獲得の期待
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5

銘柄の選定にあたっては、企業の時価総額を基準とした米国の中小型株式等（米国預託証書（ADR）を含みます）の
中から、ファンダメンタルズ分析とクオンツモデル分析を用い、企業収益の成長性、収益構造等の観点からポート
フォリオを構築します。

運用プロセス

※Russell2500指数とは、米国企業株のうち時価総額上位3,000銘柄から構成されるRussell3000指数のうち、時価総額上位500銘柄を除いた下位
2,500銘柄からなるラッセル・インベストメントが公表する指数で、米国株式においては、中小型株式指数として広く用いられています。

※Russell2500グロース指数とは、米国企業株のうち時価総額上位3,000銘柄から時価総額上位500銘柄を除いた2,500銘柄のうち、相対的に
PBR（株価純資産倍率）が高く、成長が予想される銘柄で構成され、米国の中小型成長株の株価の値動きを捉えた指数として一般的に用いられて
います。

※Russell1000指数とは、Russell3000指数の構成銘柄のうち、時価総額などを基準に上位約1,000銘柄で構成され、米国の大型株式指数として広く
用いられています。

※Russell2000指数とは、Russell3000指数の構成銘柄のうち、時価総額などから小型株と判定された約2,000銘柄で構成され、米国の代表的な
小型株式指数です。

※S&P500種株価指数とは、市場規模、流動性、業種などの一定の基準によって選定された500銘柄で構成する指数で米国大型株の株価の値動き
を捉えた指数として一般的に用いられています。

※当資料にて使用したRussell2500指数、Russell2500グロース指数、Russell1000指数、Russell2000指数、Ｓ＆Ｐ500種株価指数の知的財産権、
その他一切の権利は、それぞれ、ラッセル・インベストメント、スタンダード＆プアーズ　ファイナンシャル サービシーズ　エル エル シーに帰属し
ます。なお、各社は、当ファンドの運用成果等に関し、一切責任はありません。

<使用インデックスについて>

※上記ポートフォリオ構築・運用プロセスは、今後変更となる場合があります。

投資対象ユニバース
約１，６００銘柄

銘柄分析ユニバース
約５００銘柄

組入候補銘柄
約１６０銘柄

ポートフォリオ
約60～120銘柄

・成長性　・クオンツモデルによる分析
定性分析と定量的スクリーニング

・時価総額　・一銘柄当たりウェイト　・業種ウェイト
ポートフォリオ構築

・経営陣への取材と財務状況分析　・競争力評価
・市場予想の確認　・独自モデルによる定量分析

徹底した定性・定量分析による
銘柄のランキング

ファミリーファンド方式とは、お客さまからご投資いただいた資金をベビーファンドとしてまとめ、その資金を主として
マザーファンドに投資することにより、実質的な運用をマザーファンドで行う仕組みです。
※損益はすべて投資者である受益者に帰属します。

ファンドの仕組み
当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。

年2回（1月、7月の各31日。休業日の場合は翌営業日）決算を行い、収益分配方針に基づき分配を
行います。
・分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。
・収益分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。
ただし、必ず分配を行うものではありません。
※将来の収益分配金の支払いおよびその金額について示唆・保証するものではありません。

分配方針

資金動向、市況動向等によっては、前記のような運用ができない場合があります。

※当資料は明治安田アセットマネジメントが信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するもの　　ではありません。また、当資料の内容は過去の情報または作成時点の見解等であり、将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。
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・グローバルなリサーチ・リソースを活用しつつ、独自の経験と洞察力でリサーチを行う専任チーム
・明確な成長株の運用哲学とアプローチ
・ファンダメンタルズ分析と定量分析の両方を取り入れた規律あるプロセス

米国中小型成長株式運用チームの特長

●ABでは、米国中小型株に関し総じて前向きな見通しを持っています。
●米国の景気サイクルや金融政策の正常化から、拡大した株価バリュエーション（本来の

企業価値等）が抑制・圧縮される可能性が考えられます。
●一方で、中小型株式の利益成長率は2018年後半に加速、減税効果を考慮するとさら

に上振れの可能性もあるため、総合すれば力強い利益にけん引され株価の上昇が期待
できます。

●世界経済の先行きが不透明な状況の中、競争力のある商品・サービスや技術を有する
など、経済環境の変化に左右されにくい独自の長期的な成長要因や独創性を持つ銘柄
の選別に努めていきます。

＜今後の運用について：業績の上方修正が期待できる銘柄を厳選＞

ブルース・アルノウ氏 専任チームのリーダーを2000年より務める。

《ご参考》

2017年12月末時点
出所：AB

中小型株投資は、運用会社の企業選別力・リサーチ
力で差別化が図れる市場です。
米国中小型株の魅力は、アノマリー（市場の非効率性）が
残っている点です。
・アナリストのカバレッジ数が比較的少ないこと
・収益予測のバラツキが比較的大きいこと　等
スキルの高いファンドマネージャーに魅力的な投資機会
を与えます。
そのため当運用チームの徹底した企業分析等により
収益機会を発掘することが可能だと考えます。

■米国株指数の構成銘柄をカバーしている平均アナリスト数

※当資料は明治安田アセットマネジメントが信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するもの　　ではありません。また、当資料の内容は過去の情報または作成時点の見解等であり、将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。

Russell1000
大型株

Russell2500
中小型株

Russell2000
小型株

16.1人

7.1人 5.8人

中小型株は、ファンダメンタルズ
（企業の業績や財務状況）・リサーチによる

発掘機会が大きくなります。

ABは、ニューヨークをはじめ世界22カ国48都市に拠点を有し、総額約59.8兆円（約5,398億米
ドル）＊＊の資産を運用する世界有数の資産運用会社です。世界の機関投資家、富裕層、個人投資
家に、質の高い運用サービスを提供しています。運用サービスには、株式、債券、マルチアセッ
ト、オルタナティブ等があり、それぞれのサービスに特化したチームが調査・運用を行います。

本社所在地
創立年
従業員数
上場証券取引所
運用資産総額

米国　ニューヨーク
1967年
約3,500名（内アナリスト約190名）
ニューヨーク証券取引所＊＊＊

約59.8兆円（5,398億米ドル）

2018年6月末時点
＊ABには、アライアンス・バーンスタイン・エル・ピーとその傘下の関連
会社を含みます。
＊＊米ドル建て資産額の円建て表示の為替換算レートは1米ドル＝
110.765円（WM/Reuters）を用いています。
＊＊＊アライアンス・バーンスタイン・ホールディング・エル・ピーのリミ
テッド・パートナーシップ持分がニューヨーク証券取引所に上場　　
出所：AB 

アライアンス･バーンスタイン（AB）＊について
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設定来の基準価額と純資産総額の推移

分配金の実績
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※分配金は、10,000口あたりの税引前の金額（円）。分配金は増減したり、支払われないことがあります。

12,200

設定来
累計

※グラフの構成比は四捨五入の影響で100％にならないことがあります。

※組入比率はマザーファンドへの投資を通じた対純資産総額比。業種は、スタンダード＆プアーズ（S＆P）とMSCI Inc.が共同開発したGICS（世界産業分類基準）によるものです。

組入上位10銘柄（組入銘柄数：89銘柄）

銘柄名 業種 組入比率

グラブハブ

イグザクト・サイエンシズ

テラドック・ヘルス

ファイブ・ビロウ

ブライト・ホライズン・ファミリー・ソリューションズ

ニュータニックス

アイデックス

アドバンスト・マイクロ・デバイセズ

トゥイリオ

プラネット・フィットネス

1.9%

1.9%

1.8%

1.8%

1.7%
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ソフトウェア・サービス

医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス

ヘルスケア機器・サービス

小売

消費者サービス

ソフトウェア・サービス

資本財

半導体・半導体製造装置

ソフトウェア・サービス

消費者サービス
消費者サービス

8.2%

テクノロジー・
ハードウェアおよび機器

4.6%

小売
7.5%

半導体・
半導体製造装置

3.1%

その他
12.7%

各種金融
3.6%

ヘルスケア機器・
サービス

5.3% 医薬品・
バイオテクノロジー・
ライフサイエンス

12.9%

資本財
16.9%

ソフトウェア・
サービス
21.6%

銀行 3.7%

運用実績（2018年8月末時点）

※当資料は明治安田アセットマネジメントが信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するもの　　ではありません。また、当資料の内容は過去の情報または作成時点の見解等であり、将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。

※上記は、上位組入銘柄情報を提供することを目的としており、個別銘柄の売買を
推奨するものではありません。
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※分配金再投資基準価額は信託報酬控除後のものであり、

分配金実績があった場合に税引前分配金を再投資したもの
として算出しています。 １ヵ月前比

６ヵ月前比

１年前比

3年前比

5年前比

設定来

9.32%

21.87%

41.70%

47.38%

110.15%

233.79%

※基準価額の騰落率は税引前
分配金を再投資したものとし
て算出しています。

※設定来の基準価額の騰落率
は、10,000円を基準として算
出しています。
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8

※株価：日次データ、EPS：会計年度データ。予想値のEPSは、ファクトセットが集計したアナリスト予想値
※上記は、2018年8月末時点の当ファンドの組入銘柄の例示です。個別銘柄への投資を推奨するものではありません。また、組入銘柄は将来変更されることがあります。
※上記は過去の実績及び資料作成時点のものであり、コメントは会社レポート、ＡＢ等の見解です。よって、将来の運用成果等をお約束するものではありません。
出所：ファクトセット、会社レポート、AB

組入銘柄紹介

期間：株価 2012年7月19日～2018年8月末 
　　 EPS 2012年～2019年

ファイブ・ビロウ（小売）

株価・EPS推移

若い顧客層向けに5ドル以下の商品を専門で小売
・2002年に創業し、ショッピングモールを中心に米国で約500

店を展開。主に10代の若い顧客にターゲットを絞り、1ドルか
ら5ドルまでの価格で商品を販売する。

・ファッション、スポーツ、ゲーム、パーティ、スナック、家庭用品
など幅広い分野の商品を取扱い、変化し続けるティーンエイ
ジャーのトレンドをいち早く捉え、頻繁に商品の入れ替えを行
う。

フィットネス先進国米国で急成長のフィットネスチェーン
・『月10ドルで通える』をキャッチコピーに全米48州に約

1,000万の会員と約1,400店舗をフランチャイズ運営で展開
（2017年6月末現在）
・徹底的に初心者にターゲットを絞った戦略、安い会費、24時

間営業、豊富な種類の最新マシン等が急成長の背景
・絶妙なマーケティング戦略により他社との差別化で成功した

同社は更なる利益成長余地があると考える。

急成長のオンライン・フードデリバリー最大手
・シカゴに拠点を置く同社は、地元の飲食店とユーザーを結ぶ出

前注文サイトを運営
・全米1,100以上の都市で5万店以上のレストランが登録。取り

揃えている地元レストランの種類が豊富であること、サービス
のスピードを武器に圧倒的シェアを誇る。

・同社への注文の90％以上が既存顧客によるリピート注文。顧
客とのアプリでの接触回数も多いことから、新たなビジネスへ
の導入部分となる可能性にも期待できる。

急成長するオンライン遠隔医療サービス全米ナンバー1
・5割以上の市場シェアを誇るオンライン遠隔医療サービス企

業のリーディングカンパニー
・全米で3,000人以上の医師や医療専門家からなる24時間体

制のネットワークを構築している。
・2018年5月末、米国以外を中心に医師への遠隔相談・セカン
ドオピニオンサービスを提供するAdvanceMedical社を買
収したことから、米国のみならずグローバルでの成長が期待
できる。

株価・EPS推移

テラドック・ヘルス（ヘルスケア機器・サービス）

株価・EPS推移

グラブハブ（ソフトウェア・サービス）

期間：株価 2015年8月6日～2018年8月末
　　 EPS 2015年～2021年株価・EPS推移

プラネット・フィットネス（消費者サービス）

期間：株価 2015年7月1日～2018年8月末 
　　 EPS 2015年～2022年

期間：株価 2014年4月4日～2018年8月末
　　 EPS 2014年～2021年

※当資料は明治安田アセットマネジメントが信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するもの　　ではありません。また、当資料の内容は過去の情報または作成時点の見解等であり、将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。
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※株価：日次データ、EPS：会計年度データ。予想値のEPSは、ファクトセットが集計したアナリスト予想値
※上記は、2018年8月末時点の当ファンドの組入銘柄の例示です。個別銘柄への投資を推奨するものではありません。また、組入銘柄は将来変更されることがあります。
※上記は過去の実績及び資料作成時点のものであり、コメントは会社レポート、ＡＢ等の見解です。よって、将来の運用成果等をお約束するものではありません。
出所：ファクトセット、会社レポート、AB
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明治安田米国中小型成長株式ファンドは、直接あるいはマザーファンドを通じて、外国の株式等、
値動きのある証券に投資します（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）ので、基準価額は
変動します。
したがって、金融機関の預貯金と異なり投資元本は保証されず、元本を割り込むおそれがあります。
また、ファンドの信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。
なお、ファンドが有する主なリスクは、以下の通りです。

●当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。ファミリーファンド方式には運用の効率性等の利点がありますが、マザー
ファンドにおいて他のベビーファンドの追加設定・解約等に伴う売買等を行う場合には、当ファンドの基準価額は影響を受けること
があります。
●資金動向、市況動向等によっては、投資方針に沿う運用ができない場合があります。
●収益分配は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および売買益（評価益を含みます。））を超えて行われる
場合があるため、分配水準は必ずしも当該計算期間中の収益率を示すものではありません。
投資者の個別元本（追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本）の状況により、分配金額の全部または一部が、実質的に元本
の一部払戻しに相当する場合があります。
分配金は純資産から支払われるため、分配金支払いに伴う純資産の減少により基準価額が下落する要因となります。当該計算
期間中の運用収益を超える分配を行う場合、当期決算日の基準価額は前期決算日の基準価額と比べ下落することとなります。

株式の価格は、政治・経済情勢、金融情勢・金利変動等および発行体の
企業の事業活動や財務状況等の影響を受けて変動します。保有する株式
価格の下落は、ファンドの基準価額を下げる要因となります。

株価変動リスク

外貨建資産への投資については、為替変動による影響を受けます。ファ
ンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨ベースで上昇する場合で
あっても、当該現地通貨が対円で下落（円高）する場合、円ベースでの
評価額は下落することがあります。為替の変動（円高）は、ファンドの基準
価額を下げる要因となります。

為替変動リスク

株式を売買しようとする際、需要または供給が少ないため、希望する時期
に、希望する価格で、希望する数量を売買できなくなることがあります。
ファンドが保有する資産の市場における流動性が低くなった場合、売却
が困難となり、当該資産の本来的な価値より大幅に低い価格で売却せざ
るを得ず、ファンドの基準価額を下げる要因となります。

流動性リスク

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

投資している有価証券等の発行体において、利払いや償還金の支払い
遅延等の債務不履行が起こる可能性があります。
また、有価証券への投資等ファンドに関する取引において、取引の相手方
の業績悪化や倒産等による契約不履行が起こる可能性があります。

信用リスク

■基準価額の変動要因

主な変動要因

■その他の留意点

投資リスク（詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください）
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手続・手数料等（詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください）

購 　 入 　 価 　 額
購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。
（基準価額は１万口当たりで表示しています。以下同じ）
※基準価額は、販売会社または委託会社へお問合わせください。

購 　 入 　 単 　 位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社へお問合わせください。

購 　 入 　 代 　 金 販売会社が指定する期日までにお支払いください。

換 　 金 　 単 　 位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社へお問合わせください。

換 　 金 　 価 　 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換 　 金 　 代 　 金 原則として、換金申込受付日から起算して５営業日目から受益者に支払います。

申 込 締 切 時 間 原則として、販売会社の営業日の午後3時までに販売会社が受付けた分を当日の申込みとします。

換 　 金 　 制 　 限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金の申込みには制限を設ける場合があります。

信 　 託 　 期 　 間 2012年１月31日から2022年１月31日

決　　　算　　　日 １月31日および７月31日（休業日の場合は翌営業日）

1,000億円信 託 金 の 限 度 額

収 　 益 　 分 　 配
年２回決算を行い、収益分配方針に基づいて、分配を行います。
※当ファンドには「分配金受取りコース」と「分配金再投資コース」があります。なお、お取扱い可能な
コースおよびコース名については、異なる場合がありますので、販売会社へお問合わせください。

課 　 税 　 関 　 係
課税上は、株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。

購 入 ･ 換 金
申 込 不 可 日

申込日がニューヨーク証券取引所またはニューヨークの銀行の休業日に該当する場合は、購入･換金
の申込みの受付を行いません。

繰 　 上 　 償 　 還
委託会社は、受益権の総口数が10億口を下回った場合、この信託契約を解約することが受益者のため
有利であると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、この信託
契約を解約し、信託を終了させることができます。

運　用　報　告　書
決算時および償還時に作成のうえ、交付運用報告書は、販売会社を通じて信託財産にかかる知れている
受益者に交付します。

公　　　　　　　 告 原則、電子広告により行い、ホームページに掲載します。
http://www.myam.co.jp/

■お申込みメモ

購 入 ･ 換 金 申 込
受 付 の 中 止 及 び
取 り 消 し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情
があるときは、申込みの受付を中止することおよびすでに受付けた申込みの受付を取消すことがあります。
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購 　 入 　 代 　 金 販売会社が指定する期日までにお支払いください。

換 　 金 　 単 　 位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社へお問合わせください。

換 　 金 　 価 　 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換 　 金 　 代 　 金 原則として、換金申込受付日から起算して５営業日目から受益者に支払います。

申 込 締 切 時 間 原則として、販売会社の営業日の午後3時までに販売会社が受付けた分を当日の申込みとします。

換 　 金 　 制 　 限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金の申込みには制限を設ける場合があります。

信 　 託 　 期 　 間 2012年１月31日から2022年１月31日

決　　　算　　　日 １月31日および７月31日（休業日の場合は翌営業日）

1,000億円信 託 金 の 限 度 額

収 　 益 　 分 　 配
年２回決算を行い、収益分配方針に基づいて、分配を行います。
※当ファンドには「分配金受取りコース」と「分配金再投資コース」があります。なお、お取扱い可能な
コースおよびコース名については、異なる場合がありますので、販売会社へお問合わせください。

課 　 税 　 関 　 係
課税上は、株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。

購 入 ･ 換 金
申 込 不 可 日

申込日がニューヨーク証券取引所またはニューヨークの銀行の休業日に該当する場合は、購入･換金
の申込みの受付を行いません。

繰 　 上 　 償 　 還
委託会社は、受益権の総口数が10億口を下回った場合、この信託契約を解約することが受益者のため
有利であると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、この信託
契約を解約し、信託を終了させることができます。

運　用　報　告　書
決算時および償還時に作成のうえ、交付運用報告書は、販売会社を通じて信託財産にかかる知れている
受益者に交付します。

公　　　　　　　 告 原則、電子広告により行い、ホームページに掲載します。
http://www.myam.co.jp/

■お申込みメモ

購 入 ･ 換 金 申 込
受 付 の 中 止 及 び
取 り 消 し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情
があるときは、申込みの受付を中止することおよびすでに受付けた申込みの受付を取消すことがあります。
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11

手続・手数料等（詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください）

■ファンドの費用
●投資者が直接的に負担する費用

購 入 時 手 数 料

信 託 財 産 留 保 額

運 用 管 理 費 用
（ 信 託 報 酬 ）

信託財産の純資産総額に対し年2.052％（税抜1.9％）の率を乗じて得た額がファンドの計算期間を通じて
毎日計上され、毎計算期末または信託終了のとき、信託財産中から支弁されます。

●投資者が信託財産で間接的に負担する費用

●ファンドの税金

その他の費用・手数料

※当該手数料等の合計額については、投資者の皆さまの保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

・税金は表に記載の時期に適用されます。
・下記の税率は個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

時　期 税　金項　目

譲渡所得として課税します。
換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して20.315%換金（解約）時および償還時 所得税及び地方税

配当所得として課税します。
普通分配金に対して20.315%所得税及び地方税分配時

ありません。

※アライアンス・バーンスタイン・エル・ピーに対する報酬は、信託報酬のうち委託会社が受ける報酬の中から
支払われ、その報酬額は当ファンドに係るマザーファンドの純資産総額に対し年0.75%の率を乗じて得た額
とします。

※上記は2018年8月末現在のものです。
※少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」、「ジュニアNISA（ニーサ）」をご利用の場合、詳しくは、販売会社へお問合わせください。
※法人の場合については上記と異なります。
※税法が改正された場合等には、上記の内容が変更されることがあります。税金の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等に
ご確認されることをお勧めいたします。

信託財産の監査にかかる費用（監査費用）として監査法人に年0.0108％（税抜0.01％）を支払う他、
有価証券等の売買の際に売買仲介人に支払う売買委託手数料、先物取引・オプション取引等に要する
費用、資産を外国で保管する場合に当該資産の保管や資金の送金等に要する費用として保管銀行に
支払う保管費用、その他信託事務の処理に要する費用等がある場合には、信託財産でご負担いただき
ます。
※その他の費用については、運用状況等により変動しますので、事前に料率、上限額等を表示することが
できません。また、監査費用は監査法人等によって見直され、変更される場合があります。

料率（年率）
1.242%

（税抜1.15%）

配分

委託会社

役務の内容

販売会社

受託会社

合計

0.756%
（税抜0.7%）
0.054%

（税抜0.05%）
2.052%

（税抜1.9%）

ファンドの運用、基準価額の算出、法定書類の作成等の対価

購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価

ファンド財産の管理、委託会社からの指図の実行等の対価

運用管理費用（信託報酬）
＝運用期間中の日々の基準価額×信託報酬率

購入価額に、3.24％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定める率を乗じて得た額とします。詳細について
は、お申込みの各販売会社までお問合わせください。
※購入時手数料は、購入時の商品説明、事務手続き等の対価として販売会社にお支払いいただきます。
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2018年11月販売用資料

世界経済全体の発展を享受します。

※名目GDPは、IMF（国際通貨基金）の実績値および予測値（米ドルベース）
※収益率は、以下のインデックスの1984年12月末からの累積収益率。世界債券：FTSE世界国債インデックス（米ドルベース）、世界株式：MSCIオール
カントリー・ワールド・インデックス（配当込み、米ドルベース、1987年12月末まではMSCIワールド・インデックスを使用）、分散投資：世界債券と
世界株式に均等投資したポートフォリオで、月次でリバランスして算出（分散投資の一例として掲載）

（出所）IMF「世界経済見通し2018年4月」およびBloombergのデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
※上記は過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

※上記は、2018年6月末現在の基本組入比率および地域別構成比であり、実際の比率と異なる場合があります。
※基本組入比率には一定の変動許容幅を設けます。
※基本組入比率は年1回見直しを行います。

世界の名目GDP（国内総生産）と世界株式・世界債券・分散投資の収益率の推移

先進国と新興国、株式と債券を上手に組み合わせることで、世界成長の果実を効率的に享受することが期待できます。
（名目GDP：1985年～2023年、年次、世界株式・世界債券・分散投資：1984年12月末～2018年6月末、月次）

世界の株式および債券に分散投資し、リスクの低減に努めます。

～1つのファンドで、世界経済の成長を享受～

つみたてNISA専用ファンド

追加型投信／内外／資産複合

基本組入比率は、地域別（日本、先進国、新興国）のGDP総額の比率に基づき決定します。

日本、先進国、新興国の株式および債券の6資産に、インデックスファンドを活用して分散投資します。

SMT 世界経済インデックス・オープン

※年１回地域別構成比の見直しを行います。

※各資産の運用は資産全体の値動きを表す代表的な指数に連動する運用収益の獲得を目指します。
※原則として、為替ヘッジは行いません。

1
POINT

2
POINT

国内債券
3%

先進国
債券
27.5%

先進国
株式
27.5%

国内株式
3%

新興国債券
19.5%

新興国株式
19.5%

債券
50％

株式
50％

※資金動向、市況動向、信託財産の規模等によっては、上記の運用ができない場合があります。

※IMFデータについては実績値およびIMF推定値
※GDP地域別構成比は端数処理の関係で合計値が100％とならない場合があります。
（出所）IMF「世界経済見通し2017年10月」のデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

先進国
（除く日本）
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GDP地域別構成比
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当ファンドの地域別構成比

2017年
GDP地域別構成比
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新興国
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ご購入の際は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

【ご留意事項】
●当資料は三井住友トラスト・アセットマネジメントが作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。●ご購入のお申込みの
際は最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。●投資信託は値動きのある有価証券等（外貨建資産
には為替変動リスクを伴います。）に投資しますので基準価額は変動します。したがって、投資元本や利回りが保証されるものではありません。ファンド
の運用による損益は全て投資者の皆様に帰属します。●投資信託は預貯金や保険契約とは異なり預金保険機構および保険契約者保護機構等の保護の
対象ではありません。また、証券会社以外でご購入いただいた場合は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。●当資料は信頼できると判断した
各種情報等に基づき作成していますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、今後予告なく変更される場合があります。●当資料中
の図表、数値、その他データについては、過去のデータに基づき作成したものであり、将来の成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、
将来の市場環境の変動等により運用方針等が変更される場合があります。●当資料で使用している各指数に関する著作権等の知的財産権、その他の
一切の権利はそれぞれの指数の開発元もしくは公表元に帰属します。

■ファンドの投資リスク
ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は
変動します。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されている
ものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り
込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、全て投資者
の皆様に帰属します。投資信託は預貯金と異なります。資産価値に影響
を及ぼすリスク要因としては、主に次のようなものがあります。

株価変動リスク　為替変動リスク　金利変動リスク　信用リスク
カントリーリスク　流動性リスク
※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。詳しくは
投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

●分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。
分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。その場合、当期
決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すもの
ではありません。投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。
ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。
●ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

■ファンドの費用
購入時
保 有
期間中

換金時

購入時手数料
運用管理費用
（信託報酬）
その他の費用・
手数料

信託財産留保額

ありません。
純資産総額に対して年率0.54％（税抜0.5％）

監査費用、有価証券の売買・保管、信託事務に
係る諸費用、マザーファンドの解約に伴う信託
財産留保額等をその都度（監査費用は日々）、
ファンドが負担します。これらの費用は、運用
状況等により変動するなどの理由により、事前
に料率、上限額等を示すことができません。
換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.1％
の率を乗じて得た額

※上記の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なります
ので、上限額等を事前に示すことができません。

※当ファンドの類似ファンドは、信託報酬控除後の基準価額（分配金再投資）を使用しています。
※基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。
※「各資産の最大・最小・平均年間収益率」は、当該計算期間内の各月末における直近1年間の年次収益率を基に算出しています。
※上記で使用している各資産のインデックスは以下の通りです。
　①国内株式：TOPIX（東証株価指数、配当込み）、②先進国株式：MSCIコクサイ・インデックス（配当込み）、③新興国株式：MSCIエマージング・
マーケット・インデックス（配当込み）、④国内債券：NOMURA‐BPI総合、⑤先進国債券：FTSE世界国債インデックス（除く日本）、⑥新興国債券：
JPモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス－エマージング・マーケッツ・グローバル・ディバーシファイド
※上記②、③、⑥については、米ドルベースのデータを当該日の為替データを基に三井住友トラスト・アセットマネジメントが円換算しています。その他
は円ベースです。

（出所）Bloombergのデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
※上記は当ファンドと商品性が類似（運用方針等が一部相違）するファンドの運用実績であり、当ファンドの運用実績とは異なります。あくまでもご参考
として示すものですのでご注意ください。過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

（ご参考）当ファンドの類似ファンドと各資産の最大・最小・平均年間収益率

商 号
金融商品取引業者
加 入 協 会

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
関東財務局長（金商）第347号
一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

◆設定・運用は

【その他の留意点】

（2013年6月末～2018年6月末、月次）（％）

当ファンドの
類似ファンド 国内株式 先進国株式 新興国株式 国内債券 先進国債券 新興国債券
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◆投資信託説明書（交付目論見書）のご請求、お申込みは


